
   

 市民活動支援事業補助金 

令和６年度 募集要領 
 

募集期間：令和５年１２月１日（金）～令和６年１月１２日（金） 

（申し込みを考えている事業について、必ず事前にご相談ください） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

昭島市公式キャラクター ちかっぱー 

 

 

 

昭島市市民部生活コミュニティ課市民活動推進係 
 

〒１９６-８５１１ 昭島市田中町１-１７-１ 昭島市役所２階 

ＴＥＬ ０４２-５４４-４１３２（直通） 

ＦＡＸ ０４２-５４４-６４４０ 

昭島市市民活動支援事業 

） 
どんな事業？（過去の事業例） 
＊易しい絵本と音声を用いた小中学生への

英語多読教室の運営 

＊平和祈念チャリティーコンサート 

＊小児がんなどの子ども達が孤立しない居

場所作りの周知活動 

＊身近な不思議を調べて学ぶ科学教室 

＊アレルギー疾患について市民に情報発信 

する事業 

＊健康増進および介護予防のためのノルディ

ック・ウォークイベント 

 

知恵と工夫で企画した 

広く市民のためになる事業を募集！ 

知恵と工夫で企画した 
 

昭島のまちを 

もっと良くする 

アイディア募集！ 
事業の応募を 

お待ちしています！ 
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１ 

 

１  制度の概要 

市内では、さまざまな分野で、いろいろな市民団体が、 

〇地域の社会的課題、困りごとの解決に向けた活動 

〇暮らしやすい昭島、魅力ある元気な昭島をつくるための活動 

〇地域の伝統を守り伝える活動 

など、公益的な活動を行っています。   

 

昭島市では、こうした活動が推進され、地域の実情に密着した市民主体の活動の輪が広

がっていくことを目指し、市民団体が自主的に行う公益的な事業に対し、その経費の一部を

補助する「市民活動支援事業補助金」制度を設けています。 

 

２  補助金の内容 

 

 立ち上げ支援部門 事業支援部門 

内 容 

市民団体が公益的な事業を開始又

は軌道に乗せるために要する経費

に対する補助金 

★応募時に設立３年以内の団体が

対象です 

市民団体が行う公益的な事業で、

自立運営を目標、または、市と協働

で実施することを目標とする事業に

要する経費に対する補助金 

 

補助金の額 

以下の、１）または２）のいずれか低い金額（千円未満切り捨てです） 

１）補助金の対象になる経費※1の９割の額 

２）補助金の対象事業の事業費総額※2 から事業の実施に伴って生じる収

入（入場料、売上金、協賛金、会費など）を差し引いた額 

※１ ３ページの表「補助金対象経費」をご覧ください 

※２ ７ページの「B」の額のこと 

上限額 ５万円 上限額 20 万円 

交 付 回 数 同一団体 ２回まで 同一団体、同一事業 ３回まで 

審査方法等 

（詳細は９,10

ページ） 

・書類審査のみ 

 

 

★成果報告会での発表なし 

・書類審査 

・ロビー展示 

・公開プレゼンテーション 

★成果報告会での発表あり 

注１）会員のみを対象とする事業であっても、その成果がほかの市民の方に還元される事

業であれば、対象となります。ご相談ください。 

注２）交付回数は、一度の応募・審査で継続して約束されるものではありません。 

毎年度応募し、審査で認められる必要があります。



 

２ 

 

３  応募できる団体 

市内で公益的な活動を行っているＮＰＯ団体（法人格の有無は問いません）やボランティ

ア団体、福祉団体、教育、文化、環境などいろいろなジャンルで生涯学習を行っている団体

などで、次の要件をすべて満たす市民団体です。 

 

（１）公益的なまちづくり活動を行っている、または、行おうとしている 

（２）政治、宗教、または、営利を目的としていない 

（３）構成員が３人以上で、市内在住･在勤･在学の方を主な構成員※としている 

（４）主な活動場所が市内にある              ※主な構成員＝主メンバー 

（５）立ち上げ支援部門は、応募時に設立３年以内である 

 

４  応募できる事業    （１年度の間に申請できるのは、１団体１事業です） 

次の要件をすべて満たす事業です。 

（１）公益性があると認められる 

（２）令和６年４月１日～令和７年３月 31 日に実施する 

（３）他の補助金等の交付を受けていない 

（４）原則として市内で実施する 

（５）計画から実施まで責任を持って遂行できる 

（６）市民団体が自主的に行っている 

 

５  経費について 

補助金の対象になる経費は、対象事業に直接かかる経費（選考結果通知到着後から事業

終了までの経費）です。主な補助対象経費項目は次のページに掲載しています。 

 

以下の経費は対象になりません 

（１）団体の運営のための経費 

備品、補助対象事業に直接関係のない日常事務のための経費など 

（２）団体の事務所などを維持するための経費 

事務所の家賃や光熱水費、事務局員人件費など 

（３）団体構成員の人件費 

団体関係者への謝礼・記念品代など 

（４）補助対象事業の実施に直接関係のない団体構成員の食糧費など 

会議の茶菓子代、慰労会費など 

（５）補助対象事業以外の事業にかかる経費 

（６）領収書がないなど、支出の根拠が確認できない経費

公益性があると 

認められる事業とは・・・ 

特定の個人や組織のみではなく、広

く昭島市民一般に還元される事業の

ことです。 

昭島市公式キャラクター 

アッキー＆アイラン 



 

３ 

 

 

補助対象経費 

項目 内容 

報償費 講師謝礼、アドバイザー等外部の専門家の謝礼に関する経費 

【注意】 

・事業の実施団体の構成員（役員・会員）に支払う給与及び謝

礼金等は対象としない。 

・謝礼の上限：１時間あたり 14,000 円（交通費含む） 

（講師の経歴によって上限額が異なるため、必ず生活コミュニ

ティ課に相談する。） 

・保育付事業で保育をお願いするなど、アルバイトを依頼する場

合、アルバイトの内容や資格によって、補助金の対象になる上

限額（時間単価）が異なるため、必ず生活コミュニティ課に相談

する。 

※報償費の支出を予定している場合は、謝礼金額の決定のた

め、申請書類に講師についての資料を添付してください。 

使用料 会場使用料、付帯設備使用料、その他必要と認められる経費 

【注意】原則として、実施当日分のみを対象とする。 

賃借料 機材等の借受けに関する経費 

【注意】原則として、実施当日分のみを対象とする。 

消耗品費 事業実施のために必要な文具・用紙等事務用消耗品費、材料費 

【注意】単価２万円未満（税込） 

※単価２万円を超えるものは消耗品として購入ができません。

購入を検討している場合はご相談ください。 

※単価 5,000 円（税込）を超える場合、申請書類にカタログや

見積もりのコピーを添付してください。 

印刷製本費 ポスター・ちらし・プログラム・パンフレット等のコピー又は

印刷に関する経費 

【注意】内訳（単価×数量）を明確にすること 

通信・運搬費 事業に係る通知、資材等の送付に関する経費 

【注意】電話・FAX・インターネットなどの通信費は対象外 

保険料 ボランティア保険や行事保険、講師・協力者・物品を対象とし

た損害保険等の加入に関する経費 

【注意】構成員のためのボランティア保険は対象外 

その他 その他必要と認められる経費 



 

４ 

 

６  応募方法 （申し込みを考えている事業について、必ず事前にご相談ください） 

 

募集期間 令和５年１２月１日（金）～令和６年１月１２日（金） 

 

応募書類 

① 市民活動支援事業補助金交付申請書（第１号様式） 必須 

② 市民活動支援事業補助金収支予算書（第２号様式） 必須 

③ 市民活動支援事業補助金応募団体概要（第３号様式） 必須 

④ 会則・規約など 必須 

⑤ 会員名簿（住所・氏名を記載） 必須 

※市外在住の方で昭島市在勤・在学の場合は備考欄にご記入ください。 

⑥ 団体の年間活動や予算・決算のわかる資料（総会資料など） 必須※  

※立ち上げたばかりで過去の資料がない場合を除く 

⑦ その他団体活動を PR できるもの（過去のイベントチラシ、活動の様子の写真など） 

  

応募用紙は生活コミュニティ課窓口で配布するほか、市ホームページからダウンロードでき

ます。提出いただいた書類は返却しません。必要な場合はコピーをとって保存してください。 

 

 

指定の様式を 

使ってください。 

☆申請書作成でのポイント☆ 

 

「●●事業が必要！」「●●事業をしたい！」と伝えても、 

経過を知らない人には、どうしてその事業が必要なのかわからないこともあります。 

 

① 地域がどんな状況になっているのか？ 

② それをどのような状態にしたいのか？ 

③ そのために何をするのか？ 

 

（例） 

① 地域で単身の高齢者が増加し、生きがいの低下につながっている 

② 高齢者が気軽に集まり、楽しめる場を作りたい 

③ 高齢者向けのレクリエーションを月に１回開催する 

 

①②③を説明していただけると、 

事業の必要性が伝わりやすくなります。 

申請書・予算書の作成は、大変…でも、ちょっと見方を変えると… 
 

〇団体の活動を客観的に振り返る機会 

〇今後、団体の活動や事業を広めていくために、役立つ資料 

になります。書き方で悩んだら、いつでもご相談ください。 

 



 

５ 

 

第１号様式（第８条関係）（表） 

市民活動支援事業補助金交付申請書 

  年  月  日 

(あて先) 昭島市長  

団 体 名                      

 

事業名  

申請部門 □ 立ち上げ支援       □ 事業支援 

補助金申請額 

十万 万 千 百 十  
事業費総額 

   0 0 0 円 

百万 
 

十万 万 千 百 十  

      
円 

●事業の内容 

概要 例）高齢者の生きがい作りのためのレクリエーションを月１回行う 

必要性・目的 

例）地域で単身の高齢者が増加し、生きがいの低下に繋がっている。

外に出る機会が減少することで、体力の衰えや認知症の進行にも繋が

るため、高齢者が気軽に集まり、楽しめる場が必要と考えられる。 

対象者 例）地域の高齢者、特に単身で暮らしている方 

実施場所 例）武蔵野会館、朝日会館、アキシマエンシスなど 

周知方法 例）広報あきしま６月号掲載、ポスター掲示、ちらし配布 

事業実施により期待される効果・目標 

例）効果：高齢者の生きがいの場となり、介護・認知症予防につながる。家に引きこ

もりがちな単身高齢者が外へ出るきっかけとなる。 

目標：毎月１０人以上の方に参加してもらえるようにする。ちらし等で活動を広め、

協力してくれる会員を５人増やす。 

年間スケジュール 

時期 内容（会議や作業、広報など） 

例）４月上旬 第１回会議（イベント内容の企画） 

  ５月中旬 広報開始 ちらしを配布 

  ５月～ 毎月１回レクリエーションイベントを開催 

  ６月上旬 広報あきしま掲載 

  ９月上旬 第２回会議（事業の見直し） 

  ３月上旬 第３回会議（実績報告の作成） 

第２号様式の収支予

算書で計算した「補助

金」額を記入します。 

記入例 

第２号様式の収支予

算書で計算した「B」

の額を記入します。 

事業を実施する前提と

なった問題点、社会的

背景等、どんな課題、

困りごとがあるのか、

なぜ（何のために）申

請事業を実施するのか

を記入してください。 

事業実施により、市民

や地域にどのような

公益が生まれるのか、

また事業を通して、達

成したいことを具体

的に書いてください。 

 



 

６ 

 

第１号様式（裏） 

 

●事業の継続性、発展性 

複数年度の実施計画 

時期 内容 補助金申請予定額 

令和６年度 

（申請年度） 

例）月に１回高齢者のためのレクリエーションを

行う 

目標：毎月 10人以上の方に参加してもらえるよ

うにする。会員を５人増やす。 

10万円 

（事業支援部門） 

 令和７年度 

例）月に１回、可能な月は２回高齢者のためのレ

クリエーションを行う。講師を招き、講演会を年

に２回行うとともに、年２回情報誌を発行する。 

目標：各回 15人以上の方に参加してもらえるよ

うにする。市内の様々な地域でレクリエーション

を行う。 

12万円 

（事業支援部門） 

 令和８年度 

例）令和７年度に引き続き、同じ内容の事業を実

施。収入源とするため、情報誌に広告欄を設け、

賛同いただいた商店・企業の広告掲載を検討す

る。人手確保のため学生ボランティアを募る。 

目標：来年度以降の自立運営に向けて、自主財源

の確保や会員増強に努める。  

8万円 

（事業支援部門） 

自立運営に向けた方針 

長期的な視点から、現状で考えられる具体的な収入源を書いてください。 
 
例）参加者の参加費、会員増加による会費収入、情報誌掲載の広告料、賛同してくれ

る個人・商店などからの協賛金から自己財源を確保する。また、外部講師ではな

く、会員が講師となり講演会を行う。（講師謝礼のかからない方法の模索） 

 

 

 

 

 

 

当補助金は、単年度補助の制度です。継続して交付を希望す

る場合は、その都度、申請し審査を受けることが必要です。 

 

継続して補助金申請を予定している場合、補助金の交付限度回数

を念頭に置きながら、自立運営に向けた計画を立ててください。 

継
続
性
、
発
展
性
、
自
立
性
の
審
査
の
参
考
に
し
ま
す
。 

第三者が読んでわかることが大切です。 

書いた後、誰かに読んでもらい、見直してみましょう 



 

７ 

 

 

●申請事業についての収入 

項目 金額 内訳 

昭島市市民活動 

支援事業補助金 
100,000円  

 

 

自

己

資

金 

会費 12,000 円 
会費＠1,000円×7人 

       ＋賛助会員等会費 5,000円 

寄付金 10,000 円 （相手方等） 協賛企業から 

事業収入 18,000 円 
（算出内訳） 

イベント参加費 100円×10人×12か月分 

講演会参加費 300円×20人 

団体の出資
※

 5,000円  

小計 45,000 円  

合  計 145,000円 支出の「合計」と同額 

 

●申請事業についての支出 

項目 金額 内訳 

 

 

補

助

対

象

経

費 

報償費 16,000 円 講師謝礼 8,000円×2時間 

使用料 3,800円 アキシマエンシスシアター使用料 

消耗品費 84,300 円 
印刷用紙、風船、毛糸、編み棒、ラジカセ（カ

タログ添付あり）、食材、その他消耗品等 

印刷製本費 12,500 円 
チラシ 3000部（発注） 7,500円 

資料印刷（10円×500枚） 5,000円 

通信費 8,400円 切手（案内送付用）84円×50通×2回 

小計 125,000円  

補

助

対

象

外

経

費 

 20,000 円 交流会の飲食代 

   

   

小計 20,000 円  

合  計 145,000 収入の「合計」と同額 
 

【補助金申請額の計算方法】（いずれも千円未満は切り捨て） 

（１） Ａ × 0.9      

（２） Ｂ － Ｃ 
 
※補助金申請額が決定したら、支出の総額から見て収入の足りない額を「団体の出資」

として記入し、収支の合計を合うようにしてください。 

第２号様式（第８条関係） 

               市民活動支援事業補助金収支予算書 

 記入例 

C 
 

A 
 

B 
 

「単価 5,000 円を超える消耗品」 

にはカタログや見積もりのコピーを、 

「講師謝礼」には講師等についての 

資料を添付してください。 

（１） または（２）のいずれか低い方の額が 

「補助金申請額」になります。 

参加者数＝イベントの

定員と仮定して計算 

寄付が見込める 

場合は記入 



 

８ 

 

 

第３号様式（第８条関係） 
 

市民活動支援事業補助金応募団体概要 

団体の名称 （ふりがな） 

代表者 

（ふりがな） 

氏 名 

住 所（〒    －   ）     ＊ﾋﾞﾙの名称･部屋番号等も記入してください 

応募担当者 

(市からの連絡 

先になります) 

（ふりがな） 

氏 名        【役職もご記入ください（副代表、会計など）】 

住 所（〒196－   ）     ＊ﾋﾞﾙの名称･部屋番号等も記入してください 

東京都昭島市 

TEL FAX 

e-mail ｱﾄﾞﾚｽ 

設立年月日           年     月     日 

設立目的 
例）地域の高齢者が気軽に集まり、楽しめる場を作るため 

  高齢者の生きがい作りに貢献するため 

会員数      人（うち、昭島市在住者   人、在勤   人、在学   人） 

会費等 無 ／ 有 ： １人       円（年額・月額） 

主な活動内容 

おおよその参加者数もご記入ください 

例）年３回、高齢者向け料理教室を開催（参加者平均 20人） 

  年数回、定例会開催（会員のみが参加） 

  年１回、PRちらしを作成（100部） 

【これまでに市民活動支援事業補助金を受けた  有 ・ 無 】 

→有の場合 

   年度 事業名：           補助金額： 

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ URL  

直近事業年度決

算額（支出総額） 
年度 

千万 百万 十万 万 千 百 十  

       
円 

 

 

 

 

 

平日・日中 

連絡可能な方 

これから活動

開始する団体

は予定を記入 

記入例 

今年度立ち上

げたばかりの

団体は未記入 



 

９ 

 

７  審査 

審査は、学識経験者、市民活動に見識のある方、公募による市民委員、市職員からなる「昭

島市市民活動支援事業補助金審査会」が行います。 

イベント的な事業の場合、普段の地道な活動にどう反映されるかを念頭におき審査します。 

 

☆立ち上げ支援部門 

〇審査方法 書類審査のみ 

〇審査基準 

事業の公益性 

事業の効果が、広く市民のためになるか、または、広く市民の共感を 

得られるものであるか 

地域の社会的課題解決につながるものか 

事業の実現性 
事業計画は具体的で実現可能か 

事業計画を遂行できる体制が整っているか 

事業の継続性 補助金終了後も、継続、発展して活動することが期待できるか 

 

☆事業支援部門 

〇審査方法 書類審査、ロビー展示、公開プレゼンテーション ※すべてを総合して審査します 

〇審査基準 

事業の公益性 

事業の効果が、広く市民のためになるか、または、広く市民の共感が 

得られるものであるか 

地域の社会的課題解決につながるものか 

多くの市民を巻き込み、地域社会に取り組みを広げていこうとしてい

るか 

事業の実現性 

事業計画は具体的で実現可能か 

収支予算は適切か 

事業計画を遂行できる体制が整っているか 

事業の継続性 
補助金終了後も、継続、発展して活動することが期待できるか 

自分で資金を調達する工夫、検討をしているか 

活動の公開性 

事業や団体の活動について、継続的に、広報しているか 

事業や団体の活動について、継続的に、会員や賛同者が増える努

力を行っているか 

加点の項目 
市民参加型の事業内容か 

他団体との連携、協力、ネットワークを行う努力をしているか 
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〈ロビー展示〉 令和６年３月上旬を予定 

市役所本庁舎１階の市民ロビーにて、申請事業についての展示を行い、市民の方からの意

見を募集します。展示内容は自由ですが、団体活動の紹介や申請事業についての PR 等を

模造紙２枚程度で作成していただきます。過去の展示の様子をご覧になりたい方は、生活コ

ミュニティ課までお問い合わせください。 

 

〈公開プレゼンテーション〉令和６年３月中旬～下旬を予定 

昭島市市民活動支援事業補助金審査会に対し、申請事業の説明を公開プレゼンテーシ

ョンにて行っていただきます。質疑応答の時間を設け、審査会は申請者に対し適宜質

疑応答を行います。 

 

〇プレゼンテーションの時間は応募件数に応じて決定します。 

〇プレゼンテーションの方法は自由です。パソコン、プロジェクターの貸出を希望す

る場合は事前にご連絡ください。 

〇公開で行いますので、団体活動のＰＲの場としてもご活用できます。来場者にチラ

シを配布したい場合は、事前にご連絡のうえ当日お持ちください。 

 

※ロビー展示、公開プレゼンテーションの詳細については改めて通知します。 

 

 

☆選考結果について 

 立ち上げ支援部門、事業支援部門ともに、令和６年４月上旬に選考結果を通知します。補

助金の交付が決定した団体には、補助金交付決定上限額も通知します。 
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８  補助金の交付 

 

事業終了後、実績報告をもとに補助金交付確定額を決定し、補助金を交付しますが、必

要に応じて、補助金交付決定上限額の７割を限度に、事前に交付することができます。事前

交付を希望する場合は早めにご相談ください。 

 

 

９  補助金の対象事業へのサポート 

 

広報あきしまへの掲載  ☆発行日：毎月１日と１５日（１月と８月は１日の１回のみ） 

ご希望の号に掲載します。原稿の締め切りが早いため、お早めにご相談ください。 

  

※締め切り：掲載したい月の前月の一番初めの平日 

 (例：６月１日号、１５日号に掲載希望の場合、締め切りは５月１日) 

 

昭島市ホームページ・Ｘ（旧Ｔｗｉｔｔｅｒ）への掲載 

広報あきしまと同じ内容の場合、基本的に広報の発行日と同日に掲載します。 

画像や写真の掲載もできるため、掲載を希望する場合はご相談ください。 

 

ポスターの掲示・ちらしの配付 

公共施設にポスターの掲示・ちらしの配付を希望する場合、生活コミュニティ課でお手伝

いします。 

※ポスターやちらしのわかりやすいところに「令和６年度昭島市市民活動支援事業補助金

交付事業」と記載してください。 

 

公共施設の予約 

補助金交付事業の会場として公共施設の利用を希望する場合は、なるべく早く生活コミュ

ニティ課にご相談ください。可能な限り、予約のお手伝いをします（ご希望に添えない場合も

あります）。使用料が発生する場合は、通常のルールに従ってお支払いください。 

 

 

 

 

 

 

 
事業実施にあたって 

悩み事、困りごとがありましたら 

いつでもご相談ください！ 
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１０  事業実施にあたっての注意事項 

 

〇計画の変更・取消し 

補助金の交付決定後に既に提出した交付申請書及び収支予算書の内容を大きく変更ま

たは取り消す場合、手続きが必要です。なるべく早くご相談ください。 

〇補助金の返還 

次のいずれかに該当するときは、補助金の全部または一部を返還していただきます。 

（１）事前に補助金の交付を受けた額より、実績報告書に基づく補助金確定額が低いとき。 

（２）事前に補助金の交付を受けた額より、変更・取消申請に基づき決定した補助金額が低

いとき。 

（３）偽り、その他不正の手段により、補助金の交付を受けたとき。 

（４）その他、市民活動支援事業補助金交付要綱及び本要領に反すると認められるとき。 

 

１１  事業の報告 

 

実績報告書類の提出 （事業終了後１か月以内／４月中旬最終期限） 

① 市民活動支援事業補助金実績報告書（第８号様式） 必須 

② 市民活動支援事業補助金収支決算書（第９号様式） 必須 

③ 領収書のコピー（詳細は１３ページ） 必須 

④ 出納簿（詳細は１４ページ） 必須 

⑤ 事業の様子が分かるもの（写真やアンケート結果など） 

※事業終了後、実績報告をもとに補助金交付確定額を決定し、事前に交付した補助金額と

の差額を交付します。 

事前に交付した補助金額よりも、確定額が低いときは、差額分を返還していただきます。 

 

成果報告会（令和７年２月頃を予定）※事業支援部門のみ 

事業支援部門に申請した団体は、成果報告会に出席し、 

「申請通り実施できたか」、「目標を達成できたか」、「会員、賛同者などが増えたか」、 

「今後の課題」、「自立運営に向けた方針」などを報告してください。 

事業実施時期によっては、途中経過の報告をお願いします。 

 

事業終了後パネル展示（令和７年２月頃を予定）※事業支援部門のみ 

市役所本庁舎１階の市民ロビーにて、実施事業についての展示を行い、市民の方からの意

見を募集します。事業の成果や報告等を模造紙２枚程度で作成していただきます。 

指定の様式を使ってく

ださい。 

事業を振り返り、自己評価することで 

その後の事業の発展にもつながります。 
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 領収書（レシート）、受領書、出納簿について  

 

補助金の対象となる経費の支払いには、原則、領収書をもらいましょう。（レシートタイプの

領収書も可） 

宛名は申請団体名 （個人名、イベント名などは、不可） 

品名、単価、数量などがわかるように記入してもらう （「お品代」や空欄は、不可） 

講師などに謝礼をお支払いした場合は、受領書をもらう 

 

領収書では「●●一式」や「●●用品」となり、内訳（品名、単価、数量など）がわからない場

合、領収書でなく、レシートで代用可能とします。 

 

注意 補助金の対象になるのは、領収書、レシート、または、受領書がある支出です。 

いずれもない場合は、補助対象外経費になります。 

 

受領書の見本 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

受 領 書 

●年●月●日 

●●団体名●● 殿 

金額 ５，０００ 円 

 

但し 講演会講師謝礼として 

 
 
住所 ●●●●●● 
氏名 ●● ●● 印 

ただし書 

何に対する謝礼かわか

るように記入します。 

宛名は申請団体名 

受取人の署名・印鑑 

住所、氏名を受取人に

記入してもらい、印鑑を

押してもらいます。 
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わかりやすい出納簿の作り方と領収書のまとめ方 

・収支決算書の対応が確認できるように、出納簿を作る。 

（支出の内訳を、収支決算書とそろえる） 

・領収書と出納簿の対応が確認できるような、共通の番号を両方に振る。 

・領収書は、重ねて貼り付けない。（実績報告時に、コピーをご提出いただきます） 

 
 
【出納簿の見本】 

 

★収入 

日付 件名 補助金 
自己資金 

団体の出資 
会費 寄付金 事業収入 

4.1 会費  10,000    

8.15 講座参加費    5,000  

 市補助金

（予定） 

40,000     

       

小計 40,000 10,000  5,000  

 

★支出 

領収書

番号 
日付 件名 報償費 使用料 賃借料 消耗品費 

印刷 

製本費 
・・・・ 

1 6.1 
紙、ボール

ペン 

   3,000   

2 6.20 チラシ印刷     5,000  

3 8.5 
講座資料

印刷 

    3,000  

4 8.15 
講座講師

謝礼 

10,000      

         

小計 10,000   3,000 8,000  

 

【領収書、受領書のまとめ方】                 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●領収書・受領書 

 １ 

 

 

 

 

 

  

 

２ 

 

  

 

 

 

領 収 書 

●年６月１日 

●●団体名 ●●殿 

金額 ３，０００円 

上記金額正に領収しました。 

但 紙代（＠６００円×３〆） 

  ボールペン代（＠１２０円×１０本）として 
                    

㈱●●文具 

代表取締役 ●●●● 

〒●●－●● 

●住所●●●●●● 

 

領 収 書 

●年６月２０日 

●●団体名 ●●殿 

金額 ５，０００円 

上記金額正に領収しました。 

但 チラシ印刷代（＠１０円×５００枚）として 
                

           ㈱●●印刷 

代表取締役 ●●●● 

〒●●－●● 

●住所●●●●●● 

 

印 
印 

２ 
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１２  応募から実績報告までの流れ 

 

☆立ち上げ支援部門 
 

時期 応募団体 昭島市 

令和６年 

１月１２日まで 

  

 

 

 

 

令和６年３月   

令和６年４月   

令和６年５月～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

申請書類（案）作成 事前相談 

申請書類の提出 

（詳細は４～８ページ） 

審査会による書類審査 

 

事業の実施 

（令和６年４月～令和７年３月） 

選考結果通知 

希望の団体は 

補助金の一部の交付を請求 

事前相談の際に書類の 

修正点等をお伝えします。 

希望の団体には 

補助金の一部を交付 

事前に交付した補助金額との

差額が・・・ 

〇プラスの場合 

⇒交付を請求 

〇マイナスの場合 

⇒差額分を返還 

実績報告書類の提出 

事業終了後 1か月以内 

令和７年４月中旬最終期限 

（詳細は１２ページ） 

 

 

補助金交付額確定 

実績報告を審査し、補助金交

付確定額を決定します。 

補助金を交付 

補助金交付確定額通知発送 
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☆事業支援部門  
 

時期 応募団体 昭島市 

令和６年 

１月１２日まで 

  

 

 

 

 

令和６年２,３月 

 

 

  

令和６年４月   

令和６年５月～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

令和７年１,２月   

申請書類（案）作成 事前相談 

申請書類の提出 

（詳細は４～８ページ） 

事業の実施 

（令和６年４月～令和７年３月） 

選考結果通知 

希望の団体は 

補助金の一部の交付を請求 

事前相談の際に書類の 

修正点等をお伝えします。 

希望の団体には 

補助金の一部を交付 

事前に交付した補助金額との

差額が・・・ 

〇プラスの場合 

⇒交付を請求 

〇マイナスの場合 

⇒差額分を返還 

実績報告書類の提出 

事業終了後 1か月以内 

令和７年４月中旬最終期限 

（詳細は１２ページ） 

 

 

補助金交付額確定 

実績報告を審査し、補助金交

付確定額を決定します。 

補助金交付確定額通知発送 

補助金を交付 

２月上旬ごろ 

パネル展示資料の提出 

 
３月中旬～下旬ごろ 

公開プレゼンテーション 

パネル展示の実施 

審査会による審査 

パネル展示資料の提出 

 

パネル展示の実施 

成果報告会 

事業が終了していない 

場合は途中経過の報告 

 

 

 

詳細は１２ページ 

詳細は１０ページ 
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１3  昭島市市民活動支援事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は，市民と市の協働によるまちづくりを推進することを目的に，市民団体が

自主的に行う福祉，保健，教育，環境等に係る公益的なまちづくり活動を支援するため

に交付する補助金について必要な事項を定めるものとする。 

（補助金の種類） 

第２条 補助金の種類は、次の各号に掲げる部門の区分に応じ、それぞれ当該各号に定め

るとおりとする。 

(１) 立ち上げ支援部門 市民団体が公益的な事業を開始又は軌道に乗せるために要す

る経費に対する補助金 

(２) 事業支援部門 市民団体が行う公益的な事業で、自立運営を目標、または、市と協

働で実施することを目標とする事業に要する経費に対する補助金 

（補助対象団体） 

第３条 補助金の交付の対象とする団体は、公益的なまちづくり活動を行っている、又は行

おうとしている市民団体（以下「市民団体」という。）で、次の各号のすべてに該当するも

のとする。ただし、政治、宗教又は営利を目的とした団体は、対象としないものとする。 

(１) 構成員数が３人以上で、市内在住者（在勤者及び在学者を含む。）を主たる構成員

としていること。 

(２) 主たる活動の場が市内にあること。 

２ 立ち上げ支援部門については、前項に掲げる要件を満たす団体のうち、設立３年以内の

団体を対象とする。 

（補助対象事業） 

第４条 補助金の交付の対象とする事業（以下「補助対象事業」という。）は、市民団体が自

主的に行うまちづくり活動で、次の各号のすべてに該当するものとする。ただし、他の補

助金等の交付を受けている事業は、補助対象事業としないものとする。なお、市民団体

が１年度内に申請することができる事業は１事業とする。 

(１) 公益性を有すると認められるもの 

(２) 原則として市内で実施するもの 

(３) 計画から実施まで責任を持って遂行できるもの 

（補助対象経費） 

第５条 補助金の交付の対象とする経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助対象事業

の実施に直接要する経費であって、次に掲げるものとする。 

(１) 報償費 

(２) 使用料 

(３) 賃借料 

(４) 消耗品費 
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(５) 印刷製本費 

(６) 通信・運搬費 

(７) 保険料 

(８) その他市長が必要と認める経費 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する経費は、補助対象経費とし

ない。 

(１) 団体の運営に要する経費 

(２) 団体の事務所などを維持するための経費 

(３) 団体構成員の人件費 

(４) 団体の活動において発生する団体構成員の食糧費であって、補助対象事業の実施

に直接要しないもの 

（補助金の額） 

第６条 補助金の額は、補助対象事業１件当たり、補助対象経費の９割の額又は事業費総

額から事業の実施に伴って生じる収入（入場料、売上金、協賛金、会費等）を差し引いた

額のいずれか低い額で、次の各号に掲げる部門の区分に応じ、それぞれ当該各号に定

める額を上限額とし、毎年度予算の範囲内において決定する。この場合において、算出

された額に千円未満の端数が生じたときは、その端数は切り捨てるものとする。 

(１) 立ち上げ支援部門 ５万円 

(２) 事業支援部門 20 万円 

（交付回数） 

第７条 事業を複数年度で行う場合の補助金の交付回数は、次に掲げる部門の区分に応じ、

それぞれ当該各号に定めるとおりとする。 

(１) 立ち上げ支援部門 同一市民団体につき２回を限度に交付する。 

(２) 事業支援部門 同一市民団体で同一の補助対象事業につき３回を限度に交付す

る。 

（交付申請） 

第８条 補助金の交付を受けようとする市民団体は、市民活動支援事業補助金交付申請書

（第１号様式）及び市民活動支援事業補助金収支予算書（第２号様式）並びに市民活動

支援事業補助金応募団体概要（第３号様式）に必要書類を添えて市長に申請しなければ

ならない。 

（審査会の設置等） 

第９条 補助対象事業について適正な審査を行い、その結果を市長に報告するため、昭島

市市民活動支援事業補助金審査会（以下「審査会」という。）を設置する。 

２ 審査会は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱又は任命する委員５人以内をもって組織

する。 

(１) 学識経験のある者 １人以内 

(２) 市民活動に見識を有する者 ２人以内 

(３) 公募による市民 １人以内 
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(４) 市職員 １人 

３ 委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。ただし、委員が欠けた場合における補欠委員

の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会議等） 

第 10 条 審査会に会長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は、審査会を代表し、審査会の会務を総理する。 

３ 会長に事故があるとき、又は欠けたときは、会長があらかじめ指名した委員がその職務

を代理する。 

４ 審査会は、必要に応じ会長が招集し、会長は、審査会の議長となる。 

５ 審査会は、委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことはできない。 

６ 審査会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、会長の決す

るところによる。 

７ 前条第１項の審査を行う際の審査基準は、別に定めるものとする。 

（交付決定） 

第 11 条 市長は、審査会からの審査結果により補助金交付の可否を決定したときは、市民

活動支援事業補助金選考結果通知書（第４号様式）により通知するものとする。 

（事業計画の変更等） 

第12条 補助金の交付決定を受けた市民団体は、第８条の規定により提出した申請書及び

予算書の内容を変更し、又は取り消す場合には、速やかに市民活動支援事業補助金変

更・取消承認申請書（第５号様式）を市長に提出するものとする。ただし、軽易な変更に

ついては、この限りではない。 

２ 市長は、前項の規定により提出した申請書を受けた場合、内容を審査し、市民活動支援

事業補助金変更・取消承認通知書（第６号様式）により当該団体に通知するものとする。 

（概算払） 

第 13 条 市長は、補助金の交付決定を受けた市民団体の申請に基づいて、概算払の方法

により補助金を交付することができる。なお、その額は、補助金交付決定額の７割を限度

とし、算出された額に千円未満の端数が生じたときは、その端数は切り捨てるものとす

る。 

２ 補助金の交付決定を受けた市民団体が概算払を受けようとするきは、市民活動支援事

業補助金概算払請求書（第７号様式）を市長に提出しなければならない。 

（実績報告等） 

第 14 条 補助金の交付決定を受けた市民団体は、補助対象事業が終了したときは速やか

に、市民活動支援事業補助金実績報告書（第８号様式）に市民活動支援事業補助金収

支決算書（第９号様式）及び必要書類を添えて市長に報告しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による報告を受けたときは、補助事業の成果が交付決定の内容等

に適合するかどうかについて審査するものとする。 

（補助金額の確定） 

第 15 条 市長は、前条の規定による審査の結果、補助事業の成果が交付決定の内容等に



 

２０ 

 

適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、市民活動支援事業補助金交

付額確定通知書（第 10 号様式）により当該団体に通知するものとする。 

（補助金の請求及び交付） 

第 16 条 補助金額の確定を受けた市民団体は、市民活動支援事業補助金交付請求書（第

11 号様式）を市長に提出するものとする。 

２ 市長は、前項の請求書の提出を受けたときは、速やかに当該請求書を提出した市民団

体に補助金を交付するものとする。 

（補助金の返還） 

第 17 条 補助金の交付決定を受けた市民団体が、次の各号のいずれかに該当するときは、

市長は補助金の全部又は一部の返還を命ずるものとする。 

(１) 補助金の概算交付を受けた額より、実績報告書に基づく補助金確定額が低いとき。 

(２) 補助金の概算交付を受けた額より、変更・取消申請に基づき決定した補助金額が低

いとき。 

(３) 偽り、その他不正の手段により、補助金の交付を受けたとき。 

(４) その他、この要綱及び規則に反すると認められるとき。 

（経理） 

第 18 条 補助金の交付決定を受けた市民団体は、補助対象経費の支出に当たっては、領

収証書を徴し、帳簿を備え、経理状況を常に明確にしておくものとする。 

（庶務） 

第 19条 この要綱に基づく補助金に関する事務は、コミュニティ振興担当課において処理す

る。 

（委任） 

第 20 条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付について必要な事項は、市長が別

に定める。 

附 則 

この要綱は、令和３年 12月１日から実施する。 


